
平成３０年７月２４日 

平成３０年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 

Ⅰ 普通交付税 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 平成30年度 平成29年度 対前年度伸率 

道 府 県 分 
（１０３，２８８） 

８１，４３５ 

（１０４，６９９） 

８２，５２４ 

（▲１．３） 

▲１．３ 

市 町 村 分 
（８７，０５７） 

６９，０４５ 

（８９，２５４） 

７０，９７７ 

（▲２．５） 

▲２．７ 

合 計 
（１９０，３４５） 

１５０，４８０  

（１９３，９５３） 

１５３，５０１  

（▲１．９） 

▲２．０  

   ※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

２．本県分  

（１）交付決定額 （臨時財政対策債を加えた額） 

県    分     2,084億7,942万円 （2,358億9,481万6千円） 

市町村分     1,731億3,033万6千円  （1,930億9,030万6千円） 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ57億2,936万1千円（▲2.7％）の減となった。 

交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ82億

1,475万4千円（▲3.4％）の減となった。

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ60億4,081万1千円（▲3.4％）の減となった。

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ63億5,724万5千円（▲3.2％）の減となった。 

（市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 平成30年度 平成29年度 差引増減 伸率 

県   分 
（２３５，８９４，８１６） 

２０８，４７９，４２０  

（２４４，１０９，５７０） 

２１４，２０８，７８１  

（▲８，２１４，７５４） 

▲５，７２９，３６１ 

（▲３．４） 

▲２．７ 

市町村分 
（１９３，０９０，３０６） 

１７３，１３０，３３６  

（１９９，４４７，５５１） 

１７９，１７１，１４７  

（▲６，３５７，２４５） 

▲６，０４０，８１１ 

（▲３．２） 

▲３．４ 

合 計 
（４２８，９８５，１２２） 

３８１，６０９，７５６  

（４４３，５５７，１２１） 

３９３，３７９，９２８  

（▲１４，５７１，９９９） 

▲１１，７７０，１７２ 

（▲３．３） 

▲３．０ 

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、平成29年度から平成31年度の間、地方財政法第５条の特例として発行さ

れるもの（平成13年度から平成28年度の間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

各地方公共団体の財源不足額を基礎として、財政力を考慮し算出している。 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

 （単位：億円、％） 

区  分 平成30年度 平成29年度 対前年度伸率 

都 道 府 県 分 ２１，８５３ ２２，１７５ ▲１．５ 

市  町  村  分 １８，０１２ １８，２７８ ▲１．５ 

合 計 ３９，８６５ ４０，４５２ ▲１．５ 

４．本県分 

  県   分  274億1,539万6千円 

  市町村分  199億5,997万円（市町村別発行可能額は別紙３のとおり）

                                                                   （単位：千円、％） 

区 分 平成30年度 平成29年度 差引増減 伸率 

県        分 ２７，４１５，３９６ ２９，９００，７８９ ▲２，４８５，３９３ ▲８．３ 

市  町  村  分 １９，９５９，９７０ ２０，２７６，４０４ ▲３１６，４３４ ▲１．６ 

合 計 ４７，３７５，３６６ ５０，１７７，１９３ ▲２，８０１，８２７ ▲５．６ 



Ⅲ 地方特例交付金 

１． 地方特例交付金の概要 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補 するため、各地

方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するもの。 

２． 地方特例交付金交付決定額（全国）  

        （単位：億円、％）

区  分 平成30年度 平成29年度 対前年度伸率 

都道府県 ５４９ ４７３ １６．３ 

市 町 村 ９９５ ８５５ １６．３ 

合   計 １，５４４ １，３２８ １６．３ 

３．本県分 

県   分   地方特例交付金：   4億5,164万円 

市町村分   地方特例交付金：   6億7,746万2千円 （市町村別決定額は別紙４のとおり） 

（単位：千円、％） 

区  分 平成30年度 平成29年度 差引増減 伸率 

県   分 ４５１，６４０ ３７４，０４３ ７７，５９７ ２０．７ 

市町村分 ６７７，４６２ ５６１，０６６ １１６，３９６ ２０．７ 

合 計 １，１２９，１０２ ９３５，１０９ １９３，９９３ ２０．７ 

※ 上記交付金は、普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対象となる。 


